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アメリカ・カナダにおける住宅防火

対策について

自治省 消防庁 消防研究所

地震防災研究室長　関　 沢　　　 愛

はじめに

米国では，従来から住宅の防火対策に関心

が 高 い が ， そ れ は 火 災 に よ る 死 者 の 大 部 分が

住宅 火 災 よ り 発生 し て い る か ら で あ る。 1.973

年 に 作 成 さ れ だ ア メ リ カ は 燃 え て い る

（Ａｍｅrｉｃａ Ｂｕrni� ）” と 題 さ れ た 委 貝 会 報

災機器の普及状況と課題を紹介し，次いで，

最近話題となっている木造３階建住宅と関連

してカナダにおけるツーバイフォー（２×４）

等の木造住宅に関する防火規制の実情につい

て触れたいと思う。

告書を契機とした，火災による被害半減を目　　2. 米国における火災による死者の傾向

標とした国家政策は，ポスト宇宙開発の目玉　　　1970 年代から1980年代初頭にかけて，米国

として，米国大統領の肝人りで打ち出された　　 では住宅用火災感知器の普及と符合するよう

ものである。その動機づけとなったのはやは　　に火災による死者がかなり減少した1）。日本

り，他の先進諸国に比較して非常に多い火災　　でも，最近の傾向として，火災による死者数

による死者数を唆えてのことだった。そして，　 は，漸減ないし横ばいという状況であるが，

これ以降米国では，住宅用火災感知器の急速　　 火災による死者の傾向について，米国と日本

な普及とあいまって火災による死者が大幅に　　 を比較した場合，どのような共通点，あるい

減少するとともに，火災研究でも肚界をりー　　は違いが見られるのだろうか。ここでは，ま

ドする存在となるなど，大きな成果を上げて　　 ず， 最近得られた ＮＦＰＡ の資 料2）等に基づ

いる。一方，わが国でも，火災による死者数　　いて，火災による死者の傾向に関する日米の

の大半は住宅火災において発生している。消　　 特徴についてみてみることにする。

防庁でも，この米国の経験を参考に平成２年　　2.1　 日米の火災による死者の発生状況

を“住宅防火元年”として位置づけ，大いに　　　 表１は，ＮＦＰＡ （米国防火協会）の発表

住宅防火の推進を図って行こうとしていると　　 している1988年の火災統計3）と日本の消防白

ころである。　　　　　　　　　　　　　　　　　 書川こ基づいて，整理した日米両国の建物火

そこで，本報告では，こうした成果を挙げ　　 災件数の用途別内訳である。米国では，居住

た米国における住宅防火対策に関する経験を　　用途からの火災が全体の74 ％を占め，しかも

中心として，まず米国における火災による死　　 その大部分が戸建て・長屋建てという一般住

者の実態，感知器やスプリンクラーの住宅防　　宅からの火災である。居住用途にホテル等も
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表１　建物火 災の用途別件数（1988年）

用　途　別 火災件数　　　 内訳（％）
日本の場合
(内訳 ％)

居 住 用 途（小計）

戸建て，艮雌建て

共　 同　 住　 宅

ホ　 テ　 ル　 等

そ　　 の　　 他

552,500　　　74.2

432,500　　　　58 』

106,000　　　　14.2

8,000　　　　　1.1

6,000　　　　　0.8

52.8

52』

0.7

－

集　 会　 施　 設 20,000　　　2.7 0.2

文　 教　 施　 設 10,000　　　　1.3 0.9

事　務　所， 店　舗 38,000　　　5.1 6.4

病 院 ， 福 祉 施 設 等 14,000　　　　1.9 0.6

工　場，作　業　所 27,000　　　3.6 10.9

介　　　　　　 庫 50,000　　　6.7 8.5

そ　　　 の　　　 他 33.500　　　4.5 19.7

全　 体　 合　 計 745.000　　100.0 100.0

(注) 米国 ：ＮＦ ＰＡの資 料3'に よる

日本：消防自書”に よる

表２　火 災による死者の用途別内訳 （1988年）

用　途　別 死 者 数　　内訳（％）
日本の場合
(内訳 ％)

居 住 用 途（小計）

戸建て，長 屋建て

共　 同　 住　 宅

ホ　 テ　 ル　 等

そ　　　の　　 他

5,065　　　81.5

4,125　　　　66､4

830　　　　13.4

45　　　　　0.7

65　　　　　1.0

58.0

40.9

9.3

1.1

6.8

居住用途以 外の建物 215　　3.5 6.0

車両，船舶，航空機 800　　12.9 11.5

そ　　　 の　　　 他 135　　2.2 24.5

全　 体　 介　 計 6,215　100.0 100.0

(注) 米国：ＮＦＰＡの資料刎こよる

日本：消防自書4)による

含まれているが，その割合は非常に小さいの

で大勢に影響はない。日本の場合は，居住用

途からの火災は建物火災全体の約半分であ

る。表２は，火災による死者の火元用途別内

訳を示したもので,これを見ると米国の場合，

焼死者(建物火災以外からの焼死者も含めて)

の実に８割までが居住用途からの火災による

ー

ものである。日本の場合も，

居住用途からの火災による死

者の占める割合が58 ％と大き

いが，米国ほどの比率ではな

い。このように，米国では火

災被害の内で住宅火災の占め

るウェイトが日本以上に大き

いことが特徴であり，防火対

策，とりわけ火災による死者

数低減の上で，従来から住宅

防火が重 要な柱となってい

る。

2.2　最近10 年間の焼死者率

の推移

図１は，1977年から1987年

にかけての米国及び日本にお

ける人口百万人当りの焼死者

数（以下，ここでは焼死者率

と略）の推移を示したもので

ある。これを見てまず気づく

ことは，米国では，焼死者率

が最近10年の間も引き続いて

減少傾向を辿っている点であ

る。日本の場合は, 横ばいか，

もしくはわずかに減少傾向で

ある。従って，米国と日本の

比較では，どの年次をとって

みても米国の方が日本より焼

死者率が高いものの，年々その差が縮まる傾

向にある。例えば，1977 年から1979年の３年

間では，米国の焼死者率は日本の約２倍（放

火自殺を除いた値に対しては約３倍）である

のに対して，最近３年問（1985年～1987年）

では，米国は日本のそれぞれ1.6倍，2.6倍と

なっている。
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点 で は， 日 本 は イ ギ リ ス， フ ラ ン ス， ド イ ツ

な ど多 く の ヨ ー ロ ッパ 諸 国 と 同 じ レベ ルで あ

る し ， 世 界一 焼 死 者 率 が 高 い 国 で あ る米 国 と

比 べ て も ， 図 １ に示 す 程 度 の 差 と な りつ つ あ

る こ と を 認 識 し て お く 必 要 が あ ろ う 。

2.3　 年 齢 別 に み た焼 死 者 率

図 ２ は ， 米 国 及 び 日本 （日本 の 値 は 放 火 自

殺 者 を 除 い た もの ） の 年 齢 別 焼 死 者 率 を1983

年 ～1987 年 の ５年 間 の 平 均 で 示 した もの であ

る 。71 歳 以 上 の 高 齢 者 の グ ル ープ は， 日米 双

方 と も平 均 よ りか な り焼 死 者 率 が 高 い こ と が

共 通 して い る 。 と く に， 日本 の場 合 ，71 ～80

歳 の グ ル ープ は全 体 平 均 の ４倍 （米 国 は ２倍

弱 ）， ま た81 歳 以 上 の グ ル ー プ は 全 体 平 均 の

約10 倍 （米 国 は ３倍 ） とい う よ う に， 高 齢 者

が 相 対 的 に非 常 に 高い 焼 死 者 率 で あ るこ と が

分 か る 。さら に，米 国 と 日本 の 比 較 で 見 て も，

日 本の81 歳 以 上 の グ ル ープ は 放火 自殺 者 を除
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図１　最近10年間の焼死者率の推移

ところで，我国では，何となく「日本は火　　いた値であるにもかかわらず，米国の同じグ

の用心の良い国なので,欧米諸外国に比べて，　 ループより高い値となっている。

火災の被害が少ない」といった先入観がある　　　 一方,日米で大きな違いを見せているのは，

ように思われるが，もともと焼死者率という　　 未就学年齢の５歳以下の幼児の年齢グループ

である。米国では，５歳以下のグループは，

71～80歳の高齢者グループに匹敵する高い焼

死者率であるのに対して，日本の５歳以下の

グループは，他の若年齢層に比して多少高い

にしても，ほぽ全体平均と同じ焼死者率であ

る。この違いの要因として，米国における両

親のそろっていない家庭の多さと，その結果

による大人の監視の下に置かれていない状況

での火遊びの多さが指摘されている5)。

2.4　被害者の出火時の条件

次に，焼死者の出火時の条件を年齢区分別

に見たものが，表３である。年齢区分別にそ

の特徴をみると，まず５歳以下のグループで

は，米国 も日本も出火時の条件別内訳のパ

ターンは,ほぼ同じである。6～64歳のグルー

プでは，筆者の予想とは異なり｢ 飲酒，薬物

による酩酊状態｣ は,米国(15 ％)，日本(17 ％)

と同程度である。米国では，日本とは異なっ
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図２　年齢別にみた焼死者率(1983 ～1987年の平均)
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表 ３　年齢区分別 に見た火 災による死者の出火時の条件（米国 及び日本:1983 年 ～1987年 の平均）

川 火 時 の 条 件
米　　　　　 国 日　　　　　　 本

企　 体 ５歳以下 6 －64歳 65歳以上 全　 体 ５歳以下 6 －64歳 65 歳以上

就　　　　 寝　　　　 巾

寝 たきり等，身体の不自由

飲酒． 薬物による酩酊状態

幼 なす ぎ る ため 行動 不 可

高 齢 の た め 行 助 不 町

身体の不自山もなく起床中

そ　　　　 の　　　　 他

合　　　　　　　 計

55

6

9

9

3

14

4

100％

51

0

0

36

0

12

1

100％

63

3

15

1

0

14

4

100 ％

41

19

7

0

11

17

5

100％

31

24

8

3

1

25

8

100％

48

3

0

37

0

7

4

100％

39

12

17

0

0

21

12

100％

20

39

2

0

2

32

5

100％

（注） 小数点以下を四捨五入して まるめたため各項目の 合計が100 ％にならない場合 がある。

て薬物使用の問題が顕在化しており,その分，　 に留意する必要がある。 65歳以上のグループ

比率が多いので はないかと考えていたのだ　　では，米国と日本で出火時の条件別内訳パ

が，飲酒を含めた比率で見ると，大きな差は　　 ターンが大きく異なっている。米国では，「就

なかったことになる。ただし，この年齢層で　　 寝中」が最も多く41％，次いで「寝たきり等，

も日本の場合「寝たきり等，身体の不自由」　　 身体の不自由」（19 ％）であるが，日本の65

の比率が12 ％もあり，米国の４倍もあること　　 歳以上グループの場合は，「就寝中」は20％

－6 －　　　　　　　　　　　　　　　消防科学と情報

"

"



丶 丶

‾畆

と少なく，「寝たきり等，不自由」の方が39 ％

と多くなっていて，米国とちょうど逆の関係

にある。つまり，日本の場合は高齢というこ

とだけでなく，寝たきり等の具体的な身体上

の不自由が焼死に結びついているケースが多

いことを物語っており，これを防ぐ対策とし

て，感知器等の火災の早期感知対策だけでな

く，スプリンクラー等の自動消火設備や，災

害弱者を緊急時に救助する方法の確立も必要

であることを示している。

3｡ 住 宅 用 煙 感 知 器 の 普 及の 現 状

米 国 にお け る 住宅 防 火 パ ン フ レ ットで まず

第一 に 強調 さ れ る の は ，煙 感知 器 の設 置 とそ

の メ ン テ ナ ン ス であ る。 煙 感 知 器 を設 置す る

こ と は ，時 間 を 買 う こ と， す な わ ち避 難 余 裕

時 間 を 得 る た め で あ る と 繰 り 返 し 説 い て い

る。 そ れ は， 過 去10 数年 間 に お け る 火災 感 知

器 の 普 及 と そ れ に 伴 う焼 死 者 の 減 少 とい う事

実 に 裏打 ち さ れ て の もの だ ろ う 。 日 本で も，

今 後， 住 宅 防 火対 策 が 進 む に つ れ， 火 災感 知

器等 の 防 災設 備 の 住 宅 設 置 が 増 え る こ とが 予

想 さ れ る 。 そ の 意味 で は ， 米 国 の 状況 はこ れ

を 先取 り し た 形 と な っ て い る 。従 っ て，現 在 ，

米 国 に おい て ３ ／ ４ の 世 帯 に 少 な く と も１個

の煙 感知 器 が 設 雌 さ れ て い る と い わ れ る 中で

生 じ つ つあ る 問Ｓ 点 と い うの は ，我 々 に と っ

て も大 い に 参 考 に な る 。 と りわ け ，煙 感 知 器

を 有 し て い る 肚帯 の １／ ３で ， 感 知 器 が 有 効

に 機 能 し な い 状 態 に お か れ て い る と い う事 実

は ， メ ン テ ナ ン スの 問 題 や 非 火 災 報 対 策 を 考

え る上 で 重 要 で あ る 。

3』　 煙 感 知 器 の 普 及 率

1975 年 か ら1985 年 に か け て 米 国 で は ， 住宅

用煙 感 知 器 の 普 及 が 著 し く 進 ん だ 。 こ の急 速
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な 普 及 は ， 火 災 事 例 お よ び 火 災 統 計 に 基 づ く

感 知 器 に よ る 焼 死 者 低 減 効 果 の 証 拠 と相 ま っ

て ， こ こ10 年 前 後 に お け る 焼 死 者 の 劇 的 な 減

少 とい う 火 災 安 全 上 の サ クセ ス ス ト ー リ ー と

住 宅 用 煙 感 知 器 を結 び つ け る こ と と な っ た。

しか し な が ら ， 図 ３に 示 さ れる よ う に， こ こ

数年 の 傾向 をみ る と， こ う し た急 速 な 普 及 の

度 合が 鈍 る と と もに ， 感 知 器 を 依 然 と し て 設

置 し よ う とし な い 肚帯 が か な り多 くあ る こ と

が わ か る。

3.2　 住 宅 用 煙 感 知 器 は ど の 程 度 効 果 があ る

か

煙 感知 器 を設 置 して い る 住 宅で は， 火 災 が

発 生 し た場 合 に お け る 焼 死 者 発 生 の リ ス ク

が， 設 置 して い ない 住 宅 に 比 べ 概 ね 半 分 で あ

る。 表 ４ は， こ のこ と を示 す もの で あ る が ，

1980 年 か ら82 年 まで の ３年 間 の 平均 で は ， 感

知 器 に よ る焼 死 者低 減 の 割 合 は47 ％で あ る の

に 対 し，1983 年 か ら85 年 の 同 じ く平 均 で は ，

42 ％と な って い る。 こ の 徴 候 は， 最 近 に お け

る 焼 死 者 低 減割 合 の ゆ る や か な 低 下 を 示 唆 し

て い る と も 解釈 で き る が， 一 方 ， 単 な る 統 計

的 な ば らつ き と も 解 釈 し う る 。

3.3　 住 宅 に お け る煙 感 知 器 の 何 ％ が 有 効 か

表 ５は， 住 宅 にお け る 火 災 感 知 器 の 作 動 環

境 状 態 に 関 す る 既 往 の 訓 査 結 果 を， ＮＦＰＡ

のＪｏｈｎ Ｈａll氏が整理したものである。３つ

の 個 別 地域 で の 調 査 は，1/4 か ら1/3 の 感 知 器

が 有 効 に 機 能 し ない 状 態 に 置 か れ て い る こ と

を示 し てい る。

ど の 程 度 の 割 合 の 感 知 器 が 有 効 に 機 能 し う

る か を 推 定 す る 別 の 方 法 は ， 火 災 の 発 生 し た

住 宅 の う ち の 何 ％が 有 効 に 機 能 す る 感 知 器 を

設 置し て い た か を 調 べ る こ と で あ る 。表 ６は ，

こ の 結 果 を 示 し た も の で あ る 。 一 般 の 住 宅 に

７ －
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図 ３　 住 宅 に お け る 感知 器 の設 置率 の 推 移

比べて，火災が発生した住宅でかつ

感知器を設置している住宅の場合，

感知器の不良状態に伴う問題を普通

に比べより多く抱えている町能性が

あることをまず疑ってみる必要があ

る。しかし，表６の数字は，表５に

示される全ての住宅を対象にした幾

つかの地域での調査結果とかなり似

通っている。このことは,火災のあっ

た住宅を母数とした場合の有効でな

い感知器の割合によって，全ての住

宅における有効でない感知器の割合

をかなり良く推定できることを示す

ものと言えよう。

表 ４　住宅用煙感知器の焼死者低減 効果

火災】00件当りの焼死 者数 焼 死者吸減効果

(B －A) ×100
B

感知 器あり(A) 感知 器な し(B)

1980年

1981

1982

1983

1984

1985

0.54

0.53

0.43

0.55

0.43

0.62

1.00

0.92

0.90

0.90

0.84

1.02

46％

42

52

39

49

39

６年間の平均 0.52 0.93 44％

198←1982 の平均

1983－1985 の平均

0.50

0.53

0.94

0.92

47％

42％

（注）米国火災局（ＵＳＦＡ） の 全国火災調査 デー タ（198←1985 ）

に基づくＮＦＰＡの分析による。

表５　住宅における有効な感知器 設置率

一畿つかの地域における調査結果

洲　 査　対　 匁　 地　域
有効な感知器の

比　　　　　 率

】．メリーランド州モ ンゴ メリ ー郡（1978－1979 ）

2.カリフォルニ ア州サ ンタバ ーバラ市 （1983 ）

3.オレゴン州　　　　　　　　　　　 （1984 ）

3. ジョージア州デ カープ 郡　　　　　 （1985 ）

94 ％

64 ％

75 ％

70 ％

（注） Ｎ ＦＰＡ資料 より

－ ８ － 消防 科学 と愉 報
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表 ６ 火災のあっ た住宅 におけ る有効 な感知器設置率

年　　　 次 戸 建て 及 び移 動 住宅 共 同 化 宅

1980年

1981

1982

1983

1984

1985

75.7 ％

72.5

71.5

68.3

67.･1

62.5

76.0％

73.9

71』

70.5

67.9

69.7

（注） 感知器を所 有している腴帯 で， かつ，火災 が煙感知器を作動

させ るのに十分な規模に違したもののうち，感 知器が正常に作

動したものの比率によって求めている。―ＮＦＰＡ資料より

非 火 災 報 が あ っ た 。 別 の 表 現 を す れ

ば ， 毎 年 ６ 個 の 感 知 器 に つ い て １ 同

の 割 合 で 非 火 災 報 が あ っ た と い う こ

と で あ る 。 Ａｕtｏｍａtｉｃ Ｒｅｍｏtｅ Ｒｃ.

sidentiaI Alar ｍ Ｓyｓtｅｍ の 個 々 の ユ

ニ ッ ト と し て の 住 宅 用 感 知 器 に 関 す

る別の調査8）によれば，実火災によ

る 発 報 １ 回 に 対 し て27.8 回 の 非 火 災

報 が あ り ， ま た ， 毎 年 ７ 住 戸 の う ち

3｡4　煙感知器が有効に機能しない状態に置　　 ６住戸で非火災報があったという。このよう

かれるようになった理由　　　　　　　　　　 に。米国においでもまだ当分の間，非火災報

1980年に Ｇｒａtｚと Ｈａｗkinｓ両氏によって　　 は，感知器の所有者がこれを作動しないよう

調査6）された95 件の感知不奏功事例のうちの　　 にしてしまう動機づけになり続ける可能性が

61％が，電池の消耗，欠落あるいはその他の　　ある。

電源に関わる問題が原因となって起きてい　　3.6　 感知器の有効活用のための方策

る。これ以降，同様な調査は行われていない　　　 最後に，これまでに述べてきた米国での住

が，上記の問題は多分現在においても主要な　　宅用感知器の経験から，あらためて住宅にお

ものと考えて問違い ないだろう。Ｇrａtｚと　　ける感知器の仲及及びその有効な活用を図る

Ｈａｗkinｓらによって認められたこの他の亜　　 ための方策を整理してみると，次のようなこ

要な問題は，感知器の設置不良（36％），と　　 とが言えるのではないかと思う。

りわけ不適切な場所への設置（23％）である。　（1）　まず第一には，非火災報のない，もしく

以上の主要な問題というのは，換言すれば，　　　 は格段に少ない感知器の開発が望まれる。

人的な要因- すなわち知識の欠如，無視，　　　 この点は，普及を進める上でも，普及した

あるいは適用のミスと言えるものぽかりであ　　　 のちにも，重要である。

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2） ユーザーに対して，感知器の有効性や維

3.5　理由の背景にある非火災報の問題　　　　　 持管理の重要性を知らせる効果的な教育。

消耗した電池の問題は，感知器の定期的な　　　 啓蒙。

テストや管理の欠如を反映しているが，電池　 （3） 電池の消耗等による感知器の不具合発生

の欠落は，非火災報に対するプラストレー　　　 防止のためには，コンセント接続等の通常

ションの問題を含む，より一般的な問題を反　　　 電源を用いた感知器の普及がより望 まし

映している。非火災報の実態を調査した例に　　　 い。

よると，感知器は実火災による発報よりもは　　（4）　メンテナンスをユーザーまかせにせず，

るかに多くの非火災報を出している。例えば，　　 なんらかの形で，定期的な保守点検がなさ

復員軍人病院における最近の調査7）では，実　　　 れるような体制，もしくはシステムをつく

火災による発報１回に対して16.8回の割合で　　　ることが望ましい。

Ｎ０.25 1991（夏季）　　　　　　　　　　　　　　－ ９－



4｡ 住 宅 用 ス プ リ ン ク ラ ーに つ い て　　　　　　 る。

最 近 関 心 の 高 まっ て い る 住 宅 用 スプ リ ン グ　　　 ２ 年 間 の 研 究 と 議 論 の 後，1975 年 に ＮＦ･

ラ ーは ， 技 術 面 で も， コ スト 面 で も， い よい　　PA は，“ＮＦＰＡ １３Ｄ ” と い う 「 １， ２ 家 族

よ 実 用 化 段 階 に 達 し て きて い る 。 米 国 は こ の　　 住宅 及 び 移動 住 宅 」 用 スプ リ ン ク ラ ー の 設 置

住 宅 用 ス プ リ ン クラ ーの 経 験 で も日 本 の 先 を　　 基 準 を採 択 した 。 し か し なが ら， こ の 基 準 の

行 っ て お り， ＮＦＰＡ １３Ｄ ，ＮＦＰＡ １３Ｒ と い　　 下で の設 置 例 は， き わ めて ま れで あ っ た。

う 設 置基 準 が あ っ て ， す で に州 や 市 町 村 で 設　　　 Ｎ̈ＦＰＡ １３Ｄ ” が 成 立 し て か ら 間 も な く，

置 の 義 務 化 ， 奨 励 化 を実 施 して い る とこ ろ が　　 ＵＳＦＡ （米 国 火 災 局 ） は 住 宅 用 ス プ リ ン グ

あ る 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ラ ー， と り わけ 普通 の スプ リ ン ク ラ ー の ５倍

4. 1　住 宅 用 スプ リン ク ラ ーの 効果　　　　　　 の 早 さ で 作 動 す る ＱＲＳ （Ｑｕｉｃｋ Ｒｅｓｐｏｎｓｅ

住 宅 用 スプ リ ン クラ ーの 期 待 効 果 に関 し て　　Sprinklar : 速 動 型 ス プ リ ン ク ラ ー） の 開 発

は ， 米 国 標準 技 術 研 究 所 （ＮＩＳＴ） の 火 災 研　　 に 重点 を 世い た研 究 プ ロ グ ラ ム を 開始 し， そ

究 セ ン タ ーの 行 っ た「 住 宅 用 ス プ リ ン ク ラ ー　　 の資 金援 助 を行 っ た。 こ の研 究プ ロ グ ラ ム に

シ ス テ ム の 費 用便 益 分 析 モ デ ル」9 ）と い う 研　　 は， ＮＦＰＡ の 他 に ，ＦＭ （Ｆａｃtｏｒy Ｍｕtｕal :

究 報 告 が あ る 。 こ れに よる と， 速 動 型 ス プ リ　　 保 険 会社 共 同 出 資 の 研 究 機 関 ）， ロ サ ンゼ ル

ン ク ラ ー を戸 建 住 宅 に 設 置 し た 場 合 ， そ こ か　　 ス市 消 防 局が 参 加 し た。 こ れ ら の 研 究 や 実 験

ら の 火 災 に よる 死 者 数 を69 ％減 少 させ 得 る 可　　 結 果 は，1980 年 に お け る “ＮＦＰＡ １３Ｄ¨ の

能 性 が あ る 。　　　　　　　　　　　　　　　　　 改 訂 版 の 基 礎 と な っ た。こ の 改 訂 版 に よ って ，

た だ， こ の 数 値 は， 予 測 評 価 に よる もの で　　 住 宅 用 スプ リ ン ク ラ ー は か な り経 費 節 減 が 図

あ っ て ， 実 火 災 事 例 に 基 づ く統 計 的 評 価 で は　　 ら れ た。

ない。普及率が高々数％と見られる住宅用ス　　この問に，南カリフォルニアのサンクレメ

プ リ ン クラ ーの 場 合 は ， ま だ統 計 的 評 価 に足　　 ン テ 郡 で は， 米 国 で 最 初 に 新 築 住 宅 へ の 住 宅

る 程 の 火 災 事 例が 集 積 して い な い 。　　　　　　 用 ス プ リ ン ク ラ ー 設 置 を義 務づ け る 条 例 を 成

4.2　 米 国住 宅 用 スプ リン ク ラ ー小 史　　　　　 立 さ せ た。 1978年 の こ とで あ る。 そ の 背 景 に

¨アメ リ カ は燃 え て い る ” とい う タ イト ル　　 は ， 人 口急 増 地 域 に対 し て 公 設 消 防 を 整 備 す

で よ く知 ら れて い る 「 火 災 の予 防 と抑 制 に関　　 る た め の 経 費 支 出 を 避 け る と い う 米 国 ら し い

する国家委貝会」の1973年報告はその中で，　目的があった。同様の人口急増地域を抱える

住 宅 火 災 に よる 焼 死 者 低 減 との 関 わ りで スプ　　 他 の 幾つ か の 自 治 体 で も， 住 宅 用 ス プ リ ン ク

リ ン ク ラ ーの 意義 を高 く認 め， 住宅 用 と して　　 ラ ー設 置 促 進 の 動 きがあ っ た。 各 地 で の こ う

受 け 入 れ ら れ易 い スプ リ ン ク ラ ーの 技 術 開 発　　 し た 動 き に 対 ’し て ， ＮＦＰＡ は1988 年 に ４ 附

を支 援 す る旨 の提 言 を 行 っ た。こ れ を受 け て ，　 建 以 下 の 集 合 住宅 用 の ス プ リ ン クラ ー基 準 と

同 年， ＮＦＰＡ の 自 動 ス プ リ ン ク ラ ー 委 貝 会　　 し て ，“ＮＦＰＡ １３Ｒ ” と い う 新 し い 基準 を 採

は， 住 宅 用 スプ リ ン ク ラ ー の 基準 作 成 の ため　　 択 し た。 こ れ は， 通常 の ス プ リ ン クラ ー 基 準

の小 委貝 会 を設 置 した 。 1973年 は， 言 わば 淞　　 “ＮＦＰＡ １３” ど ＮＦＰＡ １３Ｄ ” と の 中 問 的

国 に お け る 住 宅 用 スプ リ ン ク ラ ー 元 年 で あ　　 な 内 容 の も ので あ る。

－10 －　　　　　　　　　　　　　　 消防科学と情報
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4｡3　住宅用スプリンクラー設置促進の動向

と設置基準をめぐる問題点

1980年代に入って，各地方自治体における

住宅用スプリンクラー設置促進の動きは，加

速しつつある感がある。 1987年１月現在の時

点において，住宅用スプリンクラー設置条例

や法規，または準則，あるいは設置促進のた

めの特典（他の防火基準の緩和等）を決めて

いる州，郡。市町村の数は67にも上る。また，

この他にも，近い内に条例化，法律化，また

は特典を考えている自治体が60～70程度ある

という。

このように，住宅用スプリンクラーという

新しい防火技術を，各自治体レベルの独自の

判断で早速取り入れて実施に移せるという状

況そのものは，米国の行政システムの特徴を

活かしたものと言えるだろう。しかしながら，

問題がないわけではない。それは，法規制の

あり方を決める際に，各自治体にかなり裁量

権が委ねられている，というまさに上記の特

徴に由来するものである。つまり,モデルコー

ドとして作成されたＮＦＰＡ の基準の誤用や，

拡大解釈，あるいは設置促進の刺激策として

採られた他の防火基準の規制緩和の適否をめ

ぐる問題である。ジョージア州コブ郡の例で

見てみよう。

コブ郡消防長のヒルトンは，「集合住宅は

いわば１，２家族住宅の連続に過ぎない。従っ

て,本来は１，２家族住宅用のスプリンクラー

基準である“ＮＦＰＡ １３Ｄ” を集合住宅に適

用しても問題はない。」と主張した。確かに，

ＮＦＰＡ のスプリンクラー委員会は，「防火壁

によって区画されている隣接住戸をそれぞれ

独立した住戸とみなすかどうかの裁量権は，

所轄の防火法規制担当者に委ねられている」

N ０.25 1991(夏季) －11

こ と を認 め て い る。　し か し， 同 時 に， そ れで

も や は り “ＮＦＰＡ １３Ｄ ” は， 集 合 住 宅 に は

適 し て い な い と の 忠 告 を 行 っ て い る の で あ

る。

その 理 由 と して ， 以 下 の ２点 が 指 摘 さ れて

い る。 まず 第一 に ，“ＮＦＰＡ １３Ｄ ” の1980 年

改 訂 版 に反 映 さ れて い る， 住宅 用 ス プ リ ン ク

ラ ーの 限 定 さ れ た目 的 で あ る。 す な わ ち ， 水

道 水 の 圧 力 と 水 量 を利 用 す る “ＮＦＰＡ １３Ｄ ”

に よる スプ リ ン ク ラ ー は， 火 災 の 制 圧 を 目 的

と した もの で は な く， 出 火 室 にお け る 火 災 雰

囲 気 を 人命 上 安 全 な レベ ル に 少 な く と も10 分

問 維 持 す る こ と， つ ま りあ く まで 避 難 時 間 を

か せ ぐ た め の もの で あ る とい う点 で あ る。 こ

こ で 重 要 な こ と は ， も し仮 に性 能 の 限定 さ れ

た スプ リ ン クラ ーに よる 火 災 抑 制が 失 敗 し た

とし て も， そ の 被 害 は １， ２家 族 の居 住 者 だ

け に 限 ら れ る ， と い う 前 提 で あ る。 集 合住 宅

の 場 合 に は ， 失 敗 し た と きの 被 害 ぱ ＮＦＰＡ

１３Ｄ ” の 前 提 を 超 え た 範 囲 に 広 が って し ま う

の で あ る。

２番 目 の 理由 は， 家 庭 用 水 の 同 時 使 用 の問

題 であ る。　１， ２家 族 住 宅 の 場 合 で あ れ ば，

火 災 時 に住 戸 内 で 同 時 に 家 庭 用 水 を使 っ て い

る こ と を想 定 す る必 要 は 非常 に 少 な い の に対

し て， 集 合 住宅 の場 合 に は当 然 他 の 住 戸 で の

家 庭 用 水使 用 を 想定 し な け れ ば な ら な い 。 し

か し，“ＮＦＰＡ １３Ｄ ” を 集 合 住 宅 に 拡 張 適 用

し よ う と して い る 人 々 は， こ の 同 時 使 用 に よ

る 水道 水圧 力 や 水挺 低下 の影 響 を 考慮 し て い

ない の で あ る 。

し か し， 設 置 促 進 を急 ぐあ ま り の こ う し た

拙 速 に 対 す る ＮＦＰＡ 側 の 忠 告 に も か か わ ら

ず, カ リ フ ォル ニ ア 州 や フ ロ リ ダ州 の よ う に，

住 宅 用 スプ リ ン クラ ー設 置コ ス ト 低 減 の た め



に， Ｎ̈ＦＰＡ １３Ｄ” のジュニアシステムと称　　 ても一人では十分な対応行動ができない災害

した独自の緩和基準を適用する自治体が増え　　弱者の居る家庭向けとして考えられているこ

つつあるのが現状のようである。一部の人々　　と，そして米国では一般向けにはやはり住宅

によって，“ＮＦＰＡ１３Ｄ”は，「キャデラック」　 用感知器の有効利用が主として考えられてい

（高級自動車の名）というＮＦＰＡ にとって　　る，ということであった。

は有難くないあだ名をつけられてしまってい

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5. カナダにおける木造住宅に関する防火規

4.4　感知器かスプリンクラーか？　　　　　　　　制について

住宅用スプリンクラーが住宅防火の上で，　　　 最近の話題として，日米林産物協議によっ

きわめて有効な設備であることは問違いない　　て日本でも，防火地域，準防火地域以外での

が，その普及の上で課題となるのは設置にか　　 木造３階建て共同住宅の建築を可能とするこ

かるコストの問題であろう。現在, 米国では，　 とが合意され，現在その実現のための防火規

新築住宅に住宅用スプリンクラーを設置する　　 制を含む基準の見直し等を含め，研究及び技

経費は，住宅の大きさにより幅があるが概ね　　術開発が進められていることは周知のことと

900～2.00$，または面積当り単価1$／ft　　　　　思われる。

が概算見積りとして，よく用いられる値と　　　 ところで，筆者は昭和60年に政府視察団の

なっている。既存住宅に設置する場合は，新　　一員として，ツーバイフォー（２×４）等に

築住宅の場合に比べ，少なくとも３～５倍程　　 よる木造共同住宅の建設が進んでいるカナダ

高くなるという。　　　　　　　　　　　　　　 における防火規制や建築事情を視察する機会

新築住宅に，安全という新しい付加価値と　　 を得た。ツーバイフォー（２×４）等による

して住宅用スプリンクラーを最初から設雌し　　木造共同住宅はアメリカやカナダで多く建設

て売り出すということは，今後考えられる　　 され，この両国では共通する点も多いことか

ケースだが，大多数の既存住宅への自主設置　　 ら，ここでは筆者が実地に視察したカナダに

となると，やはり数十万円以上という負担が　　おける防火規制の概要について，視察団の報

大きな壁となる。　　　　　　　　　　　　　　　 告害lO）を参考にしつつ紹介したいと思う。

ここでやはり関心が向くのが，住宅用スプ　　5.1　 戸建木造住宅の防火規制

リンクラーに比べてはるかに価格の安い住宅　　　 戸建住宅に関する規制は必要最小限のもの

用感知器の位吐づけである。筆者は，1989年　　 である。戸建ての場合は，仮に一戸の住宅が

７月に開催された横浜国際都市防災会議にお　　 全焼しても，一つの区画の火災として留まれ

けるあるセッションで，住宅用 スプリング　　ば基本的に問題はないとの判断から，建物内

ラーに詳しい日米双方の専門家に，この点に　　の防火区画は必要ない。これらの建物で求め

関する質問を行ってみた。その回答は，両者　　 られる基本的防火対策は，火災初期の警報装

とも明快でしかも共通していた。それはすな　　 置，つまり住宅用感知器の設置と，建物から

わち,現在の時点では,住宅用スプリンクラー　　安全に屋外へ出られる避難口が確保されてい

はまだ高価であり，主として感知器が作助し　　ることの２点である。そのために，各寝室の

ｰ-12 －　　　　　　　　　　　　　　　　　消防科学と情報
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少なくとも１つの窓が避難及び消防隊の進入

のために，支障なく開放できるものでなけれ

ばならない。

住戸内の延焼防止策としては，フラッシュ

オーバー時間を遅らせることを目的として，

壁，天井の内装仕上げ材料の燃焼性，あるい

は火炎の表面伝幡性が制限されている。

隣棟への延焼防止策として最も重視されて

いるのが，隣地境界線からの距離によって定

まる外壁と開口部に対する防火規制である。

隣棟に而する外壁は最低3/4時間の耐火性能

がなければならず，隣棟間隔が小さいほど壁

面の開口部の面積も小さくしなければならな

い（表７）。例えば，外壁が隣地境界線より

0.6m 以内に設けられる場合は，開口部は許

されず，壁全体を不燃材料で覆わなければな

らない。一方，８ｍ以上離れていれば。外壁

面に対する無保護開口部分の側積率に制限は

ない。また，これらの開口部の規制には，鉄

枠の網入りガラス使用やスプリンクラー設置

に伴う規制緩和があり，特にスプリンクラー

設 置 の 場 合 に は 規定 の ２ 倍 まで 開 口 部 を 大 き

くす る こ と がで きる。 以 上 に 述 べ た外 壁 とそ

の開口部に関する規制の内容は共同住宅につ

い て も全 く 同 様 で あ る 。

5.2　 木 造 共 同 住 宅 の防 火 規 制

共 同 住 宅 だけ に は限 ら ない が, 木 造 住 宅（可

燃 構 造 ）と し て 建 て ら れ る 建 物 規 模 の 制 限 は，

階 数 は ３階 まで で ， 建 築 面 積 は階 数 と 敷 地 の

接 道 面 の 数 に よっ て 定 まっ て い る （表 ８）。

例え ば， １階 建 て で ， そ の敷 地 が ３ 而 で 道 路

に接していれば，最大1.800㎡まで許される

が， ３階 建 て で ， 敷 地 が １面 し か 逆 路 に 接 し

て い な け れ ば 各 階 の 建 築 面 積 は600� が 最 大

と な る。 し か し なが ら， 図 ４ に 示 す よ う な 構

造の防火壁（Fiｒｅ Ｗａｌｌ）で相Tりlに有効に区

画 さ れて い れ ば， 個 々 の 建物 は 別 棟 と 解 釈 さ

れ， こ れ ら の規 模の 建 物 を 連 続 し て 建 て る こ

と に よ り 大 規模 木造 建 築物 と す る こ と も可 能

であ る。

共|可住宅 内 の 各住 戸 は， 別 の 防 火 区 画 内 に

あ る と 考 え ら れて い る ので ， 住 戸 問 の 壁 や 床

表 ７　外壁に設ける無保護開口部最大百分率

建物の川途分類
建物衣

面の
最大露出面
積（� ）

制　　 限　　 距　　 離

1.2
m

未満

1.2
m

l.5
m

2.0
m

4.0
m

6.0
nl

8.0
nl

10.0
m

12.0
m

16.0
m

20.0
m

25.0
m

居　　 住　　 用

業 務 用 及 び

個人用サ ービス

並 びに低危険な

工　　 采　　 用

30

・　40

50

100

100超

０

０

０

０

０

７

７

７

７

７

９

８

８

８

７

12

11

10

9

8

39

32

28

18

12

88

69

57

34

19

100

1(X)

100

56

28

一

一

一

84

40

一

一

一

100

55

一

一

－

－

92

一

一

一

一

100

一

一

一

一

一

表８　建築できる可燃建築物の規模の 制限

階　　　　　 数
スプリンクラー非設置最大而積（㎡）

１ 方 向 接 道 ２ 方 向 接 道 ３ 方 向 接 近

１

２

３

1，200

900

600

l,500

1,125

750

1，800

1，350

900
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は, そ れぞ れ3/4 時 間 及び １時 問 の 耐 火 性 能 を

有 し て い な け れ はな ら な い 。 ま た居 住 者 の 避

難 安 全 を確 保 す る た め に ， 共 有の 廊 下 や 非 常

階段は防火区画されていなければならない。

さ て ， 写 真 １ は ， 木 造31 階建 共 同 住 宅 と し

て よ く み ら れ る 例の 建 築 工 事 中 の 様 子 で あ る

が ，ＲＣ の耐 火 造 地下 ガ レ ー ジ （２ 時 間耐 火 ）

の 上 に 木 造 ３階 の 住 宅 が 乗 っ て い る もの で あ

る 。し か し。実 際 に建 って い る もの （写 真 ２）

の 中 に は ， まる で 引 苓建 て の よう に見 え る も

の が あ る 。 現 地 の当 局 者 の 話で は ＲＣ 造 の 半

地 下 部 分 の 上 に ３階 建 て 木 造 が あ り， 建 築 基

準 上 で は ３階 建 て とい う こ とで あ っ た 。また，

バンクーバー市では1985年に，カナダの

Ｎａtional Building Codeと同等の性能を保障

す る た め の 以 下 の 事 項 を満 た す こ と を条 件 と

し て， ４ 階 建 て の 木 造 住 宅 が 許 可 さ れる こ と

に な っ た。

�　 共 用 部 分 にNFPA !3 （通 常 の スプ リ

ン クラ ー基 準 ） に よ る スプ リ ン クラ ー設

置

必要な底盤又は基礎

図４　典型的な防火壁

写真Ｉ　ＲＣ 造の地下 部分に上に木 造 ３階

建てが乗ってい る

写真２　まるで ＲＣ 造４階 建てのような外観

だが，実際には半地下 と木造 ３階

－14 － 消防科学と情報
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②　住戸部分にＮＦＰＡ １３Ｄ（住宅用スプ　　6.おわりに

リンクラー基準）によるスプリンクラー

設 置 （筆 者注：お そら く現時点で は

ＮＦＰＡ １３Ｒ になってい るものと思 われ

る）

③　廊下部分加圧システム

④　感知・警報設備を中央管理センターに

接続

カナダにおける住宅防火規制の重点は，建

物内の区画と，建物相互問の離隔距離の確保

による延焼防止にあるといってよい。耐火構

造物でも単体としての，あるいは区画内の火

災は防げないわけであるから，木造であって

も，建物内区画をとり，隣棟間隔を保てば（も

ちろん階数制限はあるが），火災による損害

を最小限に食い止めることができるという思

想が根底にあるのだろう。

米国では，住宅用感知器が1970年代後半か

ら1980年代前半にかけて急速に普及し。現在

では住宅用スプリンクラーも普及の端緒につ

いたと言えそうである。今後，大いに住宅防

火対策を推進しようとする我が国にとって，

米国におけるこうした経験は貴重な参考事例

とする必要があるだろう。と同時に，火災に

よる死者の傾向の日米の比較結果から示され

たように，我が国では高齢者川 を中心とする

災害弱者に被杵がより多く集中しているとい

う事実がある。今後の住宅防火対策を進める

上で，他国の経験に学ぶとともに，我が国な

りの創意工夫も示し，逆に他国の参考となる

くらいの成果を産み出したいものである。
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